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震災後のこれまでの規制

１～４号機

◎原子炉等規制法６４条 危険時の措置を適用

◎原子炉等規制法６７条 報告徴収により安全確保に関する措置を適宜報告

当時はＮＩＳＡ指示「中期的安全確保の考え方」に基づく

「施設運営計画」を変更・改訂し，確認を受ける

また，ＮＩＳＡ指示に基づく「信頼性向上対策に係る実施計画」を

「施設運営計画」とは別に提出

◎保安規定については，ＮＩＳＡ指示により「施設運営計画」に対応した

第１２章を申請し，認可を受ける

５，６号機

◎原子炉等規制法６４条 危険時の措置を適用

◎「中期的安全確保の考え方」に基づく「施設運営計画」の対象外

◎基本的には従前の電気事業法，原子炉等規制法の規制が継続
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これからの規制

１～４号機 ５，６号機

◎「特定原子力施設」への指定

原子力事故が発生し，応急の措置を講じている施設を「特定原子力施設」に

指定し，指定された施設に対して行われる設備の状況に応じた規制

◎「実施計画」を用いた審査・検査

「特定原子力施設」の指定後，直ちに，「措置を講ずべき事項」が事業者に

示され，当該事項に基づく「実施計画」を事業者が策定。

原子力規制委員会は，当該実施計画の妥当性を評価するとともに，

実施計画に基づき，適切な対応が行われているかを検査等にて確認

５，６号機

◎従来の電事法，原子炉等規制法の規制は継続するが，冷温停止を安定的に

継続・維持することについては上記の「実施計画」に基づく規制に移行
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「実施計画」の成り立ち「実施計画」の成り立ち

設置許可

工事計画

保安規定

核防護規定

中長期ロードマップ
施設運営計画
信頼性向上実施計画 等

これまでの規制における許認可文書

特定原子力施設に
係る実施計画

これからの規制における認可文書
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実施計画作成に対する基本方針実施計画作成に対する基本方針
 本実施計画の取組の実施に向けた基本原則
① 地域の皆さまと作業員の安全確保を大前提に，廃止措置等に向けた中長期の
取組を計画的に実施していく。

② 中長期の取組を実施していくにあたっては，透明性を確保し，地域及び国民
の皆さまのご理解をいただきながら進めていく。

③ 実施計画は現場の状況や研究開発成果等を踏まえ，継続的に見直していく。

 特定原子力施設のリスク低減
特定原子力施設から敷地外への放射性物質の影響を極力低減させ，事故前のレ

ベルとすることを目標とするとともに，特に至近の課題解決として以下の内容を
最優先事項とする。
① 汚染水の発生量の低減と確実な処理による汚染水貯蔵量の低減
② 使用済燃料の使用済燃料プールからの早期取り出し

 実施計画の柔軟な見直し
現場の状況や今後の技術開発の状況を踏まえ，現場における作業に支障がない
ように迅速かつ柔軟に見直し等の対応を行う。また，地震・津波等の基準の見直
しが発生した場合には，必要に応じて実施計画へ適切に反映していく。

 海外の知見・経験の活用
多くの作業がこれまでに経験のない技術的困難性を伴うものであることを認識
した上で，海外の事故対応等に係る知見・経験を十分に活用し，廃止措置を安全
かつ速やかに実施していく
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 福島における事故の教訓を踏まえ，原子力安全の確
保は経営上の最重要課題であると認識し，原子力改
革を進めるとともに，トップマネジメントを含む経
営層自らが品質保証に深く関与していく。

 本実施計画に基づく安全確保や信頼性向上の取組に
対して，経営層自らが現場のリスクを強く認識した
上で方針を明確にし，実施状況を確認するための仕
組みを構築し，適切な資源配分を含めた実効性のあ
る組織運営を実現していく。

 取組の基盤となる安全文化の醸成に対しても，これ
まで以上に関与を強め，協力企業を含めて組織の
隅々まで安全文化が浸透し，醸成されるように努め
ていく。

本実施計画に基づく取組に対する経営層の関与本実施計画に基づく取組に対する経営層の関与
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「実施計画」の構成「実施計画」の構成
原子力規制委員会から法律に基づき提示された「措置を講ずべき事項」に

基づき「実施計画」を作成

Ⅰ.特定原子力施設の全体工程及びリスク評価

Ⅱ.特定原子力施設の設計，設備

Ⅲ.特定原子力施設の保安

Ⅳ.特定核燃料物質の防護

Ⅴ.燃料デブリの取出し・廃炉

Ⅵ.実施計画の実施に関する理解促進

Ⅶ.実施計画に係る検査の受検

「実施計画」の構成 「実施計画」の元となる文書

１～４号機の工程：中長期ロードマップ

１～４号機：施設運営計画，信頼性向上対策
５，６号機：設置許可，工事計画

保安規定

核物質防護規定

 「実施計画」策定にあたっては，
「措置を講ずべき事項 Ⅵ．実施計画を策定するにあたり考慮すべき事項」
に基づき，
「施設運営計画施設運営計画」，「信頼性向上対策に係る実施計画信頼性向上対策に係る実施計画」，
「保安規定保安規定」，「核物質防護規定核物質防護規定」 等を適切に反映
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ⅠⅠ 特定原子力施設の特定原子力施設の

全体工程及びリスク評価全体工程及びリスク評価
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅠⅠ：全体工程，リスク評価：全体工程，リスク評価1/1/２２
措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

１号炉から４号炉については廃炉に向けたプロセス，燃料デブリの取出し・保管を含む廃
止措置の完了までの全体工程，５号炉及び６号炉については冷温停止の維持・継続の全体
工程をそれぞれ明確にし，各工程・段階の評価を実施し，特定原子力施設全体のリスク低
減及び最適化を図ること。

対応対応

・中長期ロードマップの主要スケジュールと中期スケジュールを記載
・４号機の使用済燃料取り出しの前倒しを主要スケジュールに反映

全体工程：１～４号機の工程

対応対応

・冷温停止状態の維持・管理
・5・6号機使用済燃料の共用プールへの搬出については，燃料取出しに必要な燃料交換機・
原子炉建屋天井クレーンの復旧を進め準備が整い次第，1～4号機燃料の共用プールへの搬
出スケジュールに影響を与えない範囲で実施する計画。

全体工程：５，６号機の工程
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１～４号機の全体工程
東京電力㈱福島第一原子力発電所1～4号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの主要スケジュール

2014年度 2015年度 2017年度 2018年度 2020年度 2021年度 2022年度～

ガレキ等

水処理二
次廃棄物

共用プール

研究開発

使用済燃料
プールから
の燃料取り
出し計画

放射性廃
棄物管理
及び敷地
境界の放
射線量低
減に向け
た計画

主要な目標

原子炉の冷却計画

プラントの安
定状態維持・
継続に向け
た計画

敷地内除染計画

1～4号機使用済燃
料プール

第３期
廃止措置終了までの期間

気体・液体
廃棄物

第１期 第２期
燃料デブリ取り出しが開始されるまでの期間使用済燃料プール内の燃料取り出しが開始されるまでの期間

２０１３年度 2016年度

（前） 　　（中）

2019年度

   （後）

滞留水処理計画

海洋汚染拡大防止
計画

発電所全体
の放射線量
低減・汚染拡
大防止に向
けた計画

２０１２年度

　　　　　　　　　　　　　　　（物揚場復旧）

水処理二次廃棄物の性状、保管容器の寿命の評価

循環注水冷却（タービン建屋からの取水）の信頼性向上

10年後以内 20～25年後 30～40年後

ステップ2完了
▼

プール燃料取り出し開始
（4号機）
▽

燃料デブリ取り出し終了
（全号機）
▽

燃料デブリ取り出し
開始（初号機）

▽

廃止措置終了
（全号機）
▽

　　　発電所敷地内除染の計画的実施（執務エリア・作業エリア等から段階的に実施、敷地外の線量低減と連携を図りつつ低減を実施）

　　使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の長期健全性評価

　　　　使用済燃料プールから取り出した損傷燃料等の処理方法の検討

　                                                     搬出

▽目標：発電所全体から新たに放出される放射性物質等による敷地境界線量1mSv/年未満

（※2）

　　　　　原子炉冷温停止状態の維持・監視（注水継続、温度等パラメータにより継続監視）

格納容器内の部分的観察

使用済燃料の再処理・
保管方法の決定

（※5）：放射性廃棄物
        処理・処分計画へ

処分場へ搬出

　　　　 共用プール燃料取り出し/設備改造

（最終的な処理・処分については放射性廃棄物処理・処分計画にて検討）

循環注水冷却（格納容器
から取水の小ループ）

安定保管の継続

低減努力継続

低減努力継続　

　

　使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の貯蔵（保管・管理）

格納容器ｶﾞｽ管理ｼｽﾃﾑ設置
（格納容器からの放射性物質放出抑制）

▽目標：免震重要棟の非管理区域化

　　　陸域・海域における環境モニタリング（継続実施）

　共用プール復旧

　港湾復旧（クレーン復旧・道路整備）

　　　　　　　キャスク製造・搬入（順次）

△目標：共用プール受入準備完了

　キャスク製造（順次）

遮へい等による保管ガレ
キ等の線量低減実施

遮へい等による保管水処理
　二次廃棄物の線量低減実施

HP
2‐1

 ：検討

 ：研究開発

 ：現場作業

 ：次工程着手の条件

 ：必要な情報の流れ

2年後以内

 【１号機】 燃料取り出し方法検討／３,４号機調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           燃料取り出し準備（ガレキ撤去、設備設置等）　　　　　　　　燃料取り出しガレキ等調査
・計画立案

【２号機】 建屋内除染・遮へいの検討・準備　　　　　　　　　　　　　　除染・遮へい、設備調査、計画立案　　　　設備点検・修理　　　　　　　　　　 　　　燃料取り出し

▽燃料取り出し開始（目標：2年以内）

プール循環冷却（保守管理、設備更新等による信頼性の維持・向上）

【４号機】

燃料取り出し用カバー
・燃取設備の設置

▽燃料取り出し開始（目標：3年程度後）▽目標：ガレキ撤去完了

▽目標：ガレキ撤去完了

（※3）

▽目標：企業棟の線量低減（協力企業のニーズを踏まえて実施）

設備更新計画策定

【３号機】 ガレキ撤去（原子炉建屋上部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     燃料取り出し

▽目標：発電所全体から新たに放出される放射性物質等による敷地境界線量1mSv/年未満

安定保管の継続と信頼性の向上
低減努力継続

　遮へい等による保管ガレキ
等の線量低減実施

中長期的な保管計画の策定

 

　

タービン建屋／原子炉建屋の滞留水減少

原子炉建屋／タービン建屋間止水
・格納容器下部補修完了

HP
1‐1

▽目標：タービン建屋/原子炉建屋の滞留水処理終了

原子炉建屋コンテナ等の設置［（※4）より］
（原子炉建屋コンテナの設置状況を踏まえて検討）

▽目標：現行設備の信頼性向上の実施

 信頼性を向上させた水処理施設による滞留水処理

   現行処理施設による滞留水処理

循環ライン縮小検討 循環ライン縮小（検討結果を踏まえ必要に応じて実施）

多核種除去設備の設置

現行設備の信頼性向上等

構内貯留水の浄化

　　検討結果に応じた工事実施  循環ライン縮小検討

　　　　サブドレン復旧　サブドレン復旧方法の検討

　　　　　　　　　　　　　　　地下水流入量を低減（滞留水減少）地下水バイパス設置工事／順次稼動

遮水壁の構築 ▽目標：汚染水漏えい時における海洋汚染拡大リスクの低減

▽目標：港湾内海水中の放射性物質濃度の低減（告示濃度未満）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地下水及び海水のモニタリング（継続実施）

海水循環浄化（継続）

シルトフェンス追加設置

取水路前面エリアの海底土の被覆

  航路・泊地エリアの浚渫土砂の被覆等

ガレキ撤去
（原子炉建屋上部）

燃料取り出し用カバー
・燃取設備の設置

プール内ガレキ撤去
・燃料調査

燃料取り出し

プール内ガレキ撤去
・燃料調査

循環注水冷却（原子炉建屋（若しくは
格納容器下部）からの取水）

▽目標：原子炉建屋（若しくは格納容器下部）からの取水に切替完了

（※1）：格納容器補修、
        建屋間止水[HP3-1] へ

▽目標：建屋内循環ループの開始

 

建屋内循環ループの調査・検討等

建屋内循環ループの
早期実現の可否の検討
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５，６号機の全体工程

上期 下期

＊本中期スケジュールについては，現場状況を踏まえて，継続的に見直していく。

年度
2013

2015 2016
上期 下期 上期 下期

５
号
機

６
号
機

東京電力(株)福島第一原子力発電所５・６号機　中期スケジュール

５・６号機
からの

燃料搬出計画

プ
ラ
ン
ト
の
安
定
状
態

維
持
・
継
続
に
向
け
た

計
画

原子炉及び
使用済
燃料プール
の冷却計画

滞留水
処理計画

20142012

燃料交換機・原子炉建屋天井クレーン復旧

燃料交換機・
原子炉建屋天井クレーン

復旧

現行処理設備による滞留水処理，滞留水抑制，貯留能力増強

冷温停止状態の維持・管理

燃料（移動～搬出）

燃料（移動～搬出）
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅠⅠ：全体工程，リスク評価２：全体工程，リスク評価２//２２

対応対応

リスク評価

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

特定原子力施設全体及び各設備のリスク評価を行うに当たっては，敷地外への広域的な環
境影響を含めた評価を行い，リスクの低減及び最適化が敷地内外の安全を図る上で十分な
ものであること。

①現時点での広域的な環境影響評価
（広域的な評価では特定原子力施設からの影響は極めて小さい）

②主なリスクとして
・燃料デブリ，使用済燃料等に関するリスク評価

③各設備毎で想定されるリスクと今後予定しているリスク低減方策
（具体的な工事方法が確定した場合には必要に応じて実施計画を変更する旨を記載）

③の中でも至近の最優先の課題としては，

・汚染水の発生量の低減と確実な処理による汚染水貯蔵量の低減
・使用済燃料の使用済燃料プールからの早期取り出し
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 気体廃棄物の追加的放出量（H24年10月）に起因する実効線量

敷地境界：約3.0×10-2mSv/年

5km地点：約2.5×10-3mSv/年 10km地点：約8.9×10-4mSv/年

 敷地内各施設からの直接線・スカイシャイン線（H24年10月）による

実効線量

敷地境界：約9.4mSv/年

5km地点：約1.4×10-18mSv/年 10km地点：約2.4×10-36mSv/年

 文科省公表「福島第一20km圏内の空間線量率測定（H24年11月）結果」

約5km地点：5.2～17.8μSv/時（約46～約156 mSv/年）

約10km地点：2.2～23.5μSv/時（約20～約206 mSv/年）

①現時点での広域的（敷地境界及び敷地外）な環境影響評価①現時点での広域的（敷地境界及び敷地外）な環境影響評価(1/2)(1/2)
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瓦礫保管テント，収納容器敷地，建屋本体への飛散防止剤散布

瓦礫を収納した容器１号機原子炉建屋カバー設置

①現時点での広域的（敷地境界及び敷地外）な環境影響評価①現時点での広域的（敷地境界及び敷地外）な環境影響評価((1/21/2))

これまでの放出抑制や線量低減のための主な取組

放射性物質の飛散を防ぐため，飛散防止剤を散布。

１号機の原子炉建屋カバーを設置（平成２３年10月28日）。

ガレキの撤去・移動，放射線量に応じた保管・管理，遮へい設置により，発電所敷地内の放射
線量を低減。

格納容器ガス管理システムを設置。

１号機:平成２３年12月15日 ２号機:平成２３年10月28日 ３号機:平成２４年3月14日

瓦礫や伐採木等の覆土

これまでの放出抑制や線量低減のための主な取組

放射性物質の飛散を防ぐため，飛散防止剤を散布。

１号機の原子炉建屋カバーを設置（平成２３年10月28日）。

ガレキの撤去・移動，放射線量に応じた保管・管理，遮へい設置により，発電所敷地内の放射
線量を低減。

格納容器ガス管理システムを設置。

１号機:平成２３年12月15日 ２号機:平成２３年10月28日 ３号機:平成２４年3月14日

瓦礫や伐採木等の覆土

瓦礫緩衝材保護土

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート

瓦礫等

約6m

遮へい用覆土1m以上 観測孔

遮水シート

地盤

保護土

保護シート

瓦礫等の覆土式一時保管施設
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②②特定原子力施設における主なリスク特定原子力施設における主なリスクの評価（の評価（1/1/４）４）
特定原子力施設の主なリスクは放射能を内在するものに起因すると考えられることから，
放射能を内在するものについてそれぞれ個別に現在の状態におけるリスクを評価

燃料デブリ取り出し工程の際は
十分に臨界管理を行う必要があ
る。

燃料デブリ形状等について不
確かさを考慮した評価にて，
臨界の可能性は低いと評価

燃料デブリ形状等について不確
かさを考慮した評価にて，臨界
の可能性は低いと評価

臨界

燃料デブリの崩壊熱が減衰によ
り水素発生量も低減していくた
め，リスクは低減する方向

窒素供給ラインの損傷を想定し
た場合，復旧作業開始から完了
までの目安時間は約8時間程度

窒素供給停止から水素濃度が

可燃限界に至るまでの時間余
裕30時間

(平成２３年１２月６日時点の
水素発生量による評価)

窒素供給停止から水素濃度が

可燃限界に至るまでの時間余裕
100時間※3

(平成２４年１２月７日時点の

水素発生量による評価)

水素爆発

燃料デブリの崩壊熱が減衰して
いくため，リスクは低減する方
向

注水停止から再開までの時間は
現場状況によるが、作業開始か
ら３時間程度と想定

注水停止12時間時の実効線量
（敷地境界）
11.1mSv/年

(平成２３年１０月１７日時点
の崩壊熱による評価)

注水停止12時間時※1の実効線量
（敷地境界）※2

6.3×10-5mSv/年

(平成２４年１２月７日時点の

崩壊熱による評価)

原子炉注水系の
異常時の評価
（実効線量）

原子炉注水系の小ループ化等に
よる信頼性向上を図り，リスク
低減に努める

炉心再損傷頻度
約2.2×10-4/年

※約4,500年に１回

(平成23年10月時点の設備構
成における評価)

炉心再損傷頻度
約5.9×10-5/年

※約16,000年に１回

(平成24年12月時点の設備構成
における評価)

原子炉注水系の
確率論的リスク
評価

今後の傾向/

機能復旧に要する時間
以前の評価評価結果項目

(1)燃料デブリに関するリスク評価

※1：5km地点では1.1×10-5mSv/年，10km地点では3.6×10-6mSv/年
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(2)その他の放射能を内蔵するものに関するリスク評価

－
除熱，遮へい，密封，臨界防止の安全機能，必要な構造強度，耐
震性を有する設計となりリスクは小さい

使用済燃料

乾式キャスク

水処理継続による放射性物質濃度低減
のためリスクは低減する方向

漏えいについて様々な対策（次頁以降参照）を実施しており，敷
地外への漏えいリスクは小さい

放射性廃棄物
（液体※3）

キャスクへの燃料取り出しによりリス
クは低減する方向

冷却停止から注水開始までの時間は作
業開始から３時間程度と想定

冷却停止から有効燃料頂部+2m
に至るまでの時間余裕
約30日

(１～４号機ＳＦＰ燃料全数が
移送された場合の評価)

冷却停止から有効燃料頂部+2m
に至るまでの時間余裕
約20日（１～４号機ＳＦＰ燃料
全数ならびに５，６号機炉心お
よびSFP燃料全数が移送された
場合の評価）

使用済燃料

共用プール

燃料の崩壊熱減衰及び燃料取り出しに
よりリスクは低減する方向

5号機原子炉温度が100℃に達する
2.7日以内に注水等の対応が可能

冷却停止から有効燃料頂部に至
るまでの時間余裕
約８日（５号機原子炉※2 ：

平成２４年２月４日時点の崩壊
熱による評価）

冷却停止から有効燃料頂部に至
るまでの時間余裕
約13日（５号機原子炉※2 ：

平成２４年１０月１日時点の崩
壊熱による評価）

5・6号機の

炉心，使用済

燃料プール

使用済燃料の崩壊熱減衰及び燃料取り
出しによりリスクは低減する方向

コンクリートポンプ車による使用済燃
料プールの冷却を想定した場合，作業
着手から完了までの目安時間は約6 時
間程度

冷却停止から有効燃料頂部+2m
に至るまでの時間余裕
約16日

(平成２３年１０月１７日

時点の崩壊熱による評価)

冷却停止から有効燃料頂部+2m
に至るまでの時間余裕
約27日

(平成２４年１２月７日

時点の崩壊熱による評価)

使用済燃料

プール
(1～4号機)

今後の傾向／

機能復旧に要する時間
以前の評価評価結果項目

②②特定原子力施設における主なリスク特定原子力施設における主なリスクの評価（の評価（2/2/４）４）

異常時に発生する事象を想定した主なリスクの評価においても，時間余裕が十分にある，
または敷地外への影響は十分低いものであると評価している

※3:気体廃棄物は燃料デブリに関する注水停止リスクに，固体廃棄物は敷地内各施設からの直接線・スカイシャイン線の評価に包含

※2:原子炉及び使用済燃料プールの水位が有効燃料頂部に至るまでの時間的余裕が，５号機原子炉において最短となる。
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ホース カシメリング
フランジ

ニップル

ホース カシメリング

ボルト・ナット ポリエチレン管
加熱施工による溶着

耐圧ホース PE管

①耐圧ホースのPE管化

②漏えい検知器及び監視カメラ設置

漏えい検知器（例）

タンクエリア監視カメラの例

滞留水，処理水の漏えいポテンシャルの低減の例(1/2)

②②特定原子力施設における主なリスク特定原子力施設における主なリスクの評価（３の評価（３//４）４）
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③タンク廻りの堰，土嚢堰の設置

堰

鋼製円筒型タンク１０ｔタンク鋼製円筒型タンク

隔離弁

集水桝

鉄筋コンクリート堰

土堰堤

鋼製円筒型タンク１０ｔタンク鋼製円筒型タンク

隔離弁

集水桝

鉄筋コンクリート堰

土堰堤

④タンク設置エリア付近の排水路の暗渠化

滞留水，処理水の漏えいポテンシャルの低減の例(2/2)

②②特定原子力施設における主なリスク特定原子力施設における主なリスクの評価（４の評価（４//４）４）

雨水
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ⅡⅡ 特定原子力施設の設計，設備特定原子力施設の設計，設備
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅡⅡ：設計，設備について：設計，設備について

設計，設備について措置を講ずべき事項

①原子炉等の監視 ⑧放射性固体廃棄物の処理・保管・管理

②残留熱の除去 ⑨放射性液体廃棄物の処理・保管・管理

③原子炉格納施設雰囲気の監視等 ⑩放射性気体廃棄物の処理・管理

④不活性雰囲気の維持 ⑪放射性物質の放出抑制等による

⑤燃料取出し及び取り出した燃料の 敷地周辺の放射線防護等

適切な貯蔵・管理 ⑫作業員の被ばく線量の管理等

⑥電源の確保 ⑬緊急時対策

⑦電源喪失に対する設計上の考慮 ⑭設計上の考慮

⑮その他措置を講ずべき事項

上記事項に対応するものとして，従来の「設置許可」，「工事計画」等に相当する内容を記載。

実施計画は次の４つのパートからなる。

① 「措置を講ずべき事項」の各項目を受けた各設備の概略説明

② 各設備毎の設計，仕様，運用状況

③ 放射線の被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に関する対応

④ 異常時の対応



21無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

「実施計画」のⅡ章の構成 １／２

・原子炉圧力容器

・原子炉格納施設

・制御棒及び制御棒駆動系

・残留熱除去系

・非常用炉心冷却系

・復水補給水系

・原子炉冷却材浄化系

・原子炉建屋常用換気系

・燃料プール冷却浄化系

・燃料取扱系及び

新燃料貯蔵設備

・非常用ガス処理系

・中央制御室換気系

・構内用輸送容器

・電源系統設備

・滞留水貯留設備

・計測制御設備

・炉注設備

・窒素封入設備

・ＳＦＰ

・ホウ酸水注入設備

・汚染水処理設備

・汚染水貯留建屋

・電気系統設備

・ガス管理設備

・PCV計測器

・放射性固体廃棄物管理施設

・ＳＦＰからの取り出し

・使用済燃料供用プール

・キャスク仮保管設備

・監視室・制御室

・放射線管理関係設備

・ＡＬＰＳ

・雑固体焼却炉

１～４号＋共用

「措置を講ずべき事項」を直接的に受ける記載および

2～４項へのリンクを記載

５，６号2.1

～2.3４

2 特定原子力施設
の構造及び設備，工
事の計画

1.1

～1.14

1 設計，設備につ
いて考慮する事項

Ⅱ 特定原
子力施設の
設計，設備

記載対象又は概要項節章

青字：施設運営計画をベース

赤字：設置許可，工事計画をベース

緑字：新規作成

「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅡⅡ：設計，設備について：設計，設備について
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「実施計画」のⅡ章の構成 ２／２

4.1 機器故障への対応

4.2 火災への対応

4.3 地震，津波への対応

4.4 豪雨，台風，竜巻への対応

3.1 放射線防護及び放射線管理

3.2 放射性廃棄物等の管理

3.3 線量評価

3.4 放射線リスクの低減

4.1

～4.5

４ 異常時の対応

3.1

～3.4

３ 放射線の被ばく管
理及び放射性廃棄物の
廃棄に関する対応

Ⅱ 特定原
子力施設の
設計，設備

記載概要項節章

施設運営計画の
記載内容を
記載

信頼性向上対策
の記載内容を
記載

「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅡⅡ：設計，設備について：設計，設備について
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ⅡⅡ 特定原子力施設の設計，設備特定原子力施設の設計，設備

「措置を講ずべき事項」１～「措置を講ずべき事項」１～55の対応の対応

１～４号機１～４号機
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 １１

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・格納容器内及び使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料等の冷却温度，未臨
界状態など主要パラメータ及び運転状況の監視を可能とすること。特に，異常時の状態を把
握し，対策を講じるために必要なパラメータ及び運転状況については記録が可能であること。
○緊急時の対応手順等を整備すること。

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・格納容器内及び使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料等の冷却温度，未臨
界状態など主要パラメータ及び運転状況の監視を可能とすること。特に，異常時の状態を把
握し，対策を講じるために必要なパラメータ及び運転状況については記録が可能であること。
○緊急時の対応手順等を整備すること。

対応対応

＜１～４号機＞
○ 監視パラメータの例

原子炉圧力容器内・格納容器内温度
使用済燃料貯蔵設備内の使用済燃料等の冷却温度

使用済燃料プール温度
使用済燃料共用プール温度
使用済燃料乾式キャスク外筒表面温度
使用済燃料乾式キャスク外蓋間圧力

原子炉圧力容器内・格納容器内の未臨界状態
（ガス放射線モニタでXe-135を監視）

原子炉格納容器内の水素濃度（水素濃度計） 等

○緊急時の対応手順を整備している設備の例
原子炉圧力容器・格納容器注水設備
使用済燃料プール循環冷却設備
電気系統設備
使用済燃料共用プール設備

1. 1. 原子炉等の監視原子炉等の監視
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応２（１／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応２（１／２）

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内の燃料デブリ等及び使用済燃料貯蔵設備内の燃料体の
残留熱を適切に除去すること。
○原子炉圧力容器底部の温度を１００℃未満に維持すること。（４号機を除く）。

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内の燃料デブリ等及び使用済燃料貯蔵設備内の燃料体の
残留熱を適切に除去すること。
○原子炉圧力容器底部の温度を１００℃未満に維持すること。（４号機を除く）。

対応対応
＜１～４号機＞
○下記設備等により、１～３号機の燃料デブリ，使用済燃料貯蔵設備内の燃料体の
残留熱を除去

原子炉圧力容器・格納容器注水設備
使用済燃料プール設備
使用済燃料共用プール設備
使用済燃料乾式キャスク仮保管設備

○ 原子炉圧力容器・格納容器注水設備により原子炉圧力容器底部の温度を１００℃未満に
維持

○ 原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計測器により冷却状態の監視

２．２． 残留熱の除去残留熱の除去
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1号機

2号機

3号機
4号機

圧力容器底部温度

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応２（２／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応２（２／２）

１～３号機圧力容器底部温度の推移
•１～３号機原子炉は原子炉圧力容器・格納容
器注水設備にて注水冷却を継続。2011年
12月のSTEP２終了以降，温度は約30～
60℃と低く安定して推移。

1号機

3号機

2号機

１～４号機使用済燃料プール
•１～４号機使用済燃料プール温度は使用済燃
料プール冷却系にて循環冷却を継続し，温度
は６５℃以下で安定して推移

使用済燃料プール温度

保安規定の制限値
６５℃

平成２３年 平成２4年
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ３，４（１／４）３，４（１／４）

＜１～４号炉＞
○原子炉格納容器内気体の抽気・ろ過等によって，環境へ放出される放射性物質の濃度及び量
を監視するとともに，達成できる限り低減すること。
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内における未臨界状態を監視するとともに，臨界を防止
すること。

＜１～４号炉＞
○原子炉格納容器内気体の抽気・ろ過等によって，環境へ放出される放射性物質の濃度及び量
を監視するとともに，達成できる限り低減すること。
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内における未臨界状態を監視するとともに，臨界を防止
すること。

３３ 原子炉格納施設雰囲気の監視等原子炉格納施設雰囲気の監視等

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内等に滞留している水素ガス等の濃度を監視・抑制する
とともに，水素爆発を予防するために，窒素その他のガスによる不活性雰囲気を維持するこ
と。ただし，燃料取出し等特別な場合を除く。

＜１～４号炉＞
○原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内等に滞留している水素ガス等の濃度を監視・抑制する
とともに，水素爆発を予防するために，窒素その他のガスによる不活性雰囲気を維持するこ
と。ただし，燃料取出し等特別な場合を除く。

4 4 不活性雰囲気の維持不活性雰囲気の維持
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流量計

FE
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ３，４（２／４）３，４（２／４）
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Xe-135放射能濃度(A)
Xe-135検出限界濃度(A)
Xe-135放射能濃度(B)
Xe-135検出限界濃度(B)

一部、検出限界濃度の上昇及び放射能
濃度のばらつき増加が観測されている
のは、Ｋｒ８５の上昇に伴うもの

代表例：1号機希ガス(Xe-135)の推移

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ３，４（２／２）３，４（２／２）

保安規定の制限値
1.0Bq／cm3

１～３号機格納容器内の放射能濃度

 原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内監視計測器（ガス放射線モニタ）により
格納容器内の未臨界の維持を適切に監視可能

 格納容器内の放射能濃度（Xe-135）は保安規定で定める運転上の制限値
（1.0Bq／cm3）以下で有意な変動はなく，未臨界を維持
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水素濃度計は定期的に標準ガスを用いて
校正をしており、校正中は指示値が変動する

Ｓ／Ｃ窒素封入試験により、Ｓ／Ｃ内に事故初期
のＫｒ８５と水素が残留しＤ／Ｗに放出されるとし
た推定メカニズムを実証（９月７日）し、１０月２３
日からＳ／Ｃパージを実施

代表例：1号機の水素濃度の推移

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ３，４（４／４）３，４（４／４）

保安規定の制限値
2.5％
（可燃限界：4%）

１～３号機格納容器内の水素濃度

• １～３号機格納容器内の水素濃度は，運転上の制限値（2.5%）ならびに可燃
限界(4%)と比較し，十分に低く推移。
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ５５

＜１～４号炉＞
○使用済燃料貯蔵設備からの燃料の取出しにあたっては，確実に臨界未満に維持し，落下防止，落下
時の影響緩和措置及び適切な遮へいを行い，取り出した燃料は適切に冷却及び貯蔵すること。

＜１～４号炉＞
○使用済燃料貯蔵設備からの燃料の取出しにあたっては，確実に臨界未満に維持し，落下防止，落下
時の影響緩和措置及び適切な遮へいを行い，取り出した燃料は適切に冷却及び貯蔵すること。

５５ 燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理燃料取出し及び取り出した燃料の適切な貯蔵・管理

原子炉建屋上部のガレキ撤去
（撤去前の作業イメージ）

燃料取り出し用カバーの設置

カバー

使用済燃料

プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

キャス ク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空 きスペース

の確保

クレーン

防護柵 モジュール
共用プール共用プール

乾式キャスク仮保管設備乾式キャスク仮保管設備共用プールに空きスペースを確保した上
で，取り出した燃料を移動して保管

共用プールからの使用済燃料受け入れ

落下防止措置の例：
ワイヤ等の２重化
種々のインターロック（使用済燃料貯蔵ラック上は，
重量物を吊ったクレーンを通過できなくする等）

落下時の影響緩和措置：
カバーならびに換気装置（3，４号機）
既設の換気空調系（共用プール）
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ⅡⅡ 特定原子力施設の設計，設備特定原子力施設の設計，設備

「措置を講ずべき事項」「措置を講ずべき事項」

５・６号機の対応５・６号機の対応
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これまで，プラント冷温停止の維持に必要な設備（仮設設備から本設への復旧を含む）及これまで，プラント冷温停止の維持に必要な設備（仮設設備から本設への復旧を含む）及

びび保安規定遵守に係わる設備について復旧を進めてきた。保安規定遵守に係わる設備について復旧を進めてきた。設備設備についてはほとんどの点検についてはほとんどの点検

が終了し仮設が終了し仮設設備設備も本設化になったも本設化になったことにより信頼性ことにより信頼性がが向上向上。。

補足６号機５号機項目

炉水位・水質維持は５６号とも可能。

＊：5号CUW復旧待ち。

原子炉水位維持

水質維持

SFP冷却・水質維持については５６号とも可能。SFP冷却

水質維持

炉心注水機能については５６号とも可能。炉心注水機能

原子炉スクラム機能については５６号とも可能。原子炉スクラム機能

５６号とも崩壊熱除去は可能。崩壊熱除去機能

電源維持については５６号とも可能。電源の維持

放射能封じ込め機能は５６号ともSGTS・R/B空調復旧済
み。

放射能封じ込め機能

可能＊

可能

可能

可能

可能

可能

可能

可能

11．現在の復旧状況．現在の復旧状況（５・６号機）（５・６号機）

可能

可能

可能

可能

可能可能
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①プラント冷温停止の維持①プラント冷温停止の維持

原子炉及び使用済燃料プールの冷却を継続し，冷温停止を安定的に維原子炉及び使用済燃料プールの冷却を継続し，冷温停止を安定的に維
持する。持する。

③燃料搬出③燃料搬出

更なるリスク低減のため，燃料搬出に向けて燃料交換機・原子炉建屋更なるリスク低減のため，燃料搬出に向けて燃料交換機・原子炉建屋

天井クレーンの復旧を行い，準備が整い次第，１－４号機の燃料搬出天井クレーンの復旧を行い，準備が整い次第，１－４号機の燃料搬出

に影響を与えない範囲で燃料を共用プールへ搬出する。に影響を与えない範囲で燃料を共用プールへ搬出する。

②滞留水②滞留水

仮設の滞留水貯留設備により，建屋内に流入する地下水（以下，滞留水仮設の滞留水貯留設備により，建屋内に流入する地下水（以下，滞留水
）の処理を継続する。）の処理を継続する。
今後は，設備の機能を維持しつつ滞留水の発生量を抑制し，必要に応じ今後は，設備の機能を維持しつつ滞留水の発生量を抑制し，必要に応じ
てて貯留能力の増強を進める。貯留能力の増強を進める。

２２．．今後の対応（５・６号機）（１／２）今後の対応（５・６号機）（１／２）
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２２．．今後の対応（５・６号機）（２／２）今後の対応（５・６号機）（２／２）

設備の維持管理設備の維持管理

プラントの冷温停止の維持に必要な設備および保安規定遵守に係わる設プラントの冷温停止の維持に必要な設備および保安規定遵守に係わる設

備について，それぞれの系統・機器の運転状況を考慮した保全を実施。備について，それぞれの系統・機器の運転状況を考慮した保全を実施。

・異常検知が可能な状態監視方法（状態監視技術，定例試験（自主保安・異常検知が可能な状態監視方法（状態監視技術，定例試験（自主保安

試験），巡視点検等）の適用試験），巡視点検等）の適用

・待機状態の健全性を確認するための自主保安試験の実施，機能維持の・待機状態の健全性を確認するための自主保安試験の実施，機能維持の

ための分解点検や開放点検など必要に応じて点検を実施。ための分解点検や開放点検など必要に応じて点検を実施。

「特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社「特定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社

福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ず福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ず

べきべき事項について」にて要求されている設備を維事項について」にて要求されている設備を維

持・管理していく。持・管理していく。
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ⅡⅡ 特定原子力施設の設計，設備特定原子力施設の設計，設備

「措置を講ずべき事項」６～１３の対応「措置を講ずべき事項」６～１３の対応
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ６，７６，７

○重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する構築物，系統及び機器が，その機能を達成す
るために電力を必要とする場合においては，外部電源（電力系統）又は非常用所内電源のい
ずれからも電力の供給を受けられ，かつ，十分に高い信頼性を確保，維持し得ること。

○外部電源系，非常用所内電源系，その他の関連する電気系統の機器の故障によって，必要と
される電力の供給が喪失することがないよう，異常を検知しその拡大及び伝播を防ぐこと。

○重要度の特に高い安全機能や監視機能を有する構築物，系統及び機器が，その機能を達成す
るために電力を必要とする場合においては，外部電源（電力系統）又は非常用所内電源のい
ずれからも電力の供給を受けられ，かつ，十分に高い信頼性を確保，維持し得ること。

○外部電源系，非常用所内電源系，その他の関連する電気系統の機器の故障によって，必要と
される電力の供給が喪失することがないよう，異常を検知しその拡大及び伝播を防ぐこと。

対応対応

○ 主要な機器に対し，外部電源又は非常用所内電源（非常用ディーゼル発電機等）の
いずれからも電力を供給できる構成

○ 必要に応じて異常を検知し，異常箇所を自動的に切り離す保護装置を備える

○ 代替電源 ：電源車及び発電機またはいずれか
代替給水設備：ポンプ車
対象設備 ：原子炉圧力容器・格納容器注水設備

使用済燃料プール設備
使用済燃料共用プール設備
５，６号炉心、使用済燃料プール

６．６． 電源の確保電源の確保

○全交流電源喪失に対して，原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内及び使用済燃料貯蔵設備の
冷却を確保し，かつ復旧できること。これを達成するために，電源車，ポンプ車を含む代替
電源及び代替給水設備を備えること。

○全交流電源喪失に対して，原子炉圧力容器内・原子炉格納容器内及び使用済燃料貯蔵設備の
冷却を確保し，かつ復旧できること。これを達成するために，電源車，ポンプ車を含む代替
電源及び代替給水設備を備えること。

７．７． 電源喪失に対する設計上の考慮電源喪失に対する設計上の考慮
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ８（１／２）８（１／２）

○施設内で発生する瓦礫等の放射性固体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては，その廃棄物の性状
に応じて，適切に処理し，十分な保管容量を確保し，遮へい等の適切な管理を行うことによ
り，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。

○施設内で発生する瓦礫等の放射性固体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては，その廃棄物の性状
に応じて，適切に処理し，十分な保管容量を確保し，遮へい等の適切な管理を行うことによ
り，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。

対応対応
○ 廃棄物の性状に応じた適切な処理
 必要に応じて減容
 性状により保管形態を分類
 一時保管または貯蔵保管

○ 十分な保管容量の確保
 既設の保管場所内での取り回しや追加の保管場所を設置することにより保管容量を確保

○ 遮蔽等の適切な管理
 保管場所の設置位置を考慮し，遮蔽，飛散抑制対策，巡視等の保管管理を実施

８．放射性固体廃棄物の処理・保管・管理８．放射性固体廃棄物の処理・保管・管理
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Ⅱ.2.5 汚染水処理設備等

Ⅱ.2.6 滞留水を貯留している建屋 原子炉建屋

水処理二次廃棄
物の保管施設
使用済吸着塔
廃スラッジ
廃吸着材等

タービン建屋

汚染水
処理装置

淡水化装置
－逆浸透膜（ＲＯ）
－蒸発濃縮

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋

注水タンク 処理水の淡水化

揚水井

地下水

主にセシウム除去

中低濃度タンク
汚染水の貯蔵汚染水の貯蔵 Ⅱ.2.16

多核種除去設備
中低濃度タンク･地下貯水槽

放射性物質の除去放射性物質の除去
処理済水の貯蔵処理済水の貯蔵

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応設計，設備について措置を講ずべき事項の対応 ９９

大型円筒型タンク

地下貯水槽

十分な保管容量確保
建屋流入水抑制建屋流入水抑制
（地下水バイパス）（地下水バイパス）

漏えい防止・汚染拡大防止

タンク廻りの堰の設置

タンク設置エリア付近
排水路の暗渠化

○施設内で発生する汚染水等の放射性液体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては，その廃棄物の性
状に応じて，当該廃棄物の発生量を抑制し，放射性物質濃度低減のための適切な処理，十分
な保管容量確保，遮へいや漏えい防止・汚染拡大防止等を行うことにより，敷地周辺の線量
を達成できる限り低減すること。また，処理・貯蔵施設は，十分な遮へい能力を有し，漏え
い及び汚染拡大し難い構造物により地下水や漏水等によって放射性物質が環境中に放出しな
いようにすること。

○施設内で発生する汚染水等の放射性液体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては，その廃棄物の性
状に応じて，当該廃棄物の発生量を抑制し，放射性物質濃度低減のための適切な処理，十分
な保管容量確保，遮へいや漏えい防止・汚染拡大防止等を行うことにより，敷地周辺の線量
を達成できる限り低減すること。また，処理・貯蔵施設は，十分な遮へい能力を有し，漏え
い及び汚染拡大し難い構造物により地下水や漏水等によって放射性物質が環境中に放出しな
いようにすること。

９９．放射性液体廃棄物の処理・保管・管理．放射性液体廃棄物の処理・保管・管理

＜滞留水処理の全体概略図＞
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１０（１／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１０（１／２）

○施設内で発生する放射性気体廃棄物の処理にあたっては，その廃棄物の性状に応じて，当該
廃棄物の放出量を抑制し，適切に処理・管理を行うことにより，敷地周辺の線量を達成できる
限り低減すること。

○施設内で発生する放射性気体廃棄物の処理にあたっては，その廃棄物の性状に応じて，当該
廃棄物の放出量を抑制し，適切に処理・管理を行うことにより，敷地周辺の線量を達成できる
限り低減すること。

対応対応
＜１～４号機＞
○ 廃棄物の放出量の抑制
 放射性物質を内包する建屋等の閉じ込め機能を回復することを目指す
 内包する放射性物質のレベルや想定される放出の程度に応じて，放出抑制を図る

○ 適切な処理・管理
 原子炉格納容器ガス管理設備による処理・放出される放射性物質の低減
 各建屋で放出監視を行い，厳重に管理
 周辺監視区域境界及び周辺地域における空間放射線量率及び環境試料の放射能の監視

至近の放出抑制策の例）２号機ブローアウトパネルの閉止

＜５・６号機＞
 原子炉建屋常用換気系により放射性物質の系外放出を防止
 原子炉建屋の放射能レベルが上昇した場合は，非常用ガス処理系にて放射性物質を除去。

１０．１０． 放射性気体廃棄物の処理・管理放射性気体廃棄物の処理・管理
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１～３号機合計の放出量は毎月のサンプリ
ング結果に基づき，変動要因等を考慮して
最大で約0.1億ベクレル／時と評価。２０
１２年2月以降この値を下回る値で推移。
これによる敷地境界における被ばく線量は
0.03mSv／年と評価。

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１０（２／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１０（２／２）

１～３号機原子炉建屋からの放出量推移

架台

NN

閉止パネル

２号機原子炉建屋ブローアウトパネル
（ＢＯＰ）開口部の閉止

拡大
２号機原子炉建屋からの放射性物質の
放出量を低減するために，ＢＯＰ開口
部を閉止パネルにより閉塞する。また，
建屋内の換気のため，排気設備の設置
も合わせて実施。

２号機原子炉建屋
ブローアウトパネル開口部ブローアウトパネル開口部

１～３号機原子炉建屋からの放出量推移
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１１（１／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１１（１／２）

○特定原子力施設から大気，海等の環境中へ放出される放射性物質の適切な抑制対策を実施す
ることにより，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。

○特に施設内に保管されている発災以降発生した瓦礫や汚染水等による敷地境界における実効
線量（施設全体からの放射性物質の追加的放出を含む実効線量の評価値）を，平成２５年３月
までに１ｍSv/年未満とすること。

○特定原子力施設から大気，海等の環境中へ放出される放射性物質の適切な抑制対策を実施す
ることにより，敷地周辺の線量を達成できる限り低減すること。

○特に施設内に保管されている発災以降発生した瓦礫や汚染水等による敷地境界における実効
線量（施設全体からの放射性物質の追加的放出を含む実効線量の評価値）を，平成２５年３月
までに１ｍSv/年未満とすること。

対応対応
 瓦礫等や水処理廃棄物の発生に応じてエリアを確保し保管対策を継続

 追加の遮へい対策もしくは，遮へい機能を有した施設内に廃棄物を移動

 水処理廃棄物：長期的な安定保管に必要な処理方法の検討

 気体・液体廃棄物：告示に定める濃度限度を超えないよう厳重な管理を行い放出すると
ともに，合理的に達成できる限り低減することを目標として管理。なお，海洋への放出
は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。

１１．１１． 放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等
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ＡＢ

Ｆ

Ｃ
Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

ＫＪ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア
瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

乾式キャスク、固体廃棄物貯蔵庫、

ドラム缶等仮設保管設備、多核種除去設備

北エリア

タンク類

吸着塔
(第一～第三施設)

１号機

南エリア

南西エリア

西エリア

線量評価地点＊
（直接線・スカイシャイン線）

線量評価地点＊
（気体）

南方位

伐採木

伐採木

伐採木

瓦礫

＊：最大値地点の推定が困難な
場合は、保守的に各線源から

最短距離での値を合算している。

＊：最大値地点

吸着塔(第四施設)

吸着塔保管エリア（予定地）

＜線量低減対策の実施計画箇所（太字）＞
保管施設の遮へいまたは仮遮へい
瓦礫等 エリアA,L(北エリア)
伐採木 エリアG,H(北エリア),

S,T(南エリア),R(西エリア)
吸着塔 第一施設(南エリア)

機器の遮へい
多核種除去設備(西エリア)

廃棄物の移動
瓦礫等 エリアA→エリアL(北エリア)

エリアB→エリアQ(西エリア)
吸着塔 第一施設→第四施設(西エリア)

Ｕ

Ｔ

Ｓ

Ｒ

Ｑ

Ｐ１

Ｐ２

Ｖ

ＡＢ

Ｆ

Ｃ
Ｄ

Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

ＫＪ

瓦礫保管エリア

伐採木保管エリア
瓦礫保管エリア（予定地）

伐採木保管エリア（予定地）

Ｌ

Ｍ

Ｎ

Ｏ

乾式キャスク、固体廃棄物貯蔵庫、

ドラム缶等仮設保管設備、多核種除去設備

北エリア

タンク類

吸着塔
(第一～第三施設)

１号機

南エリア

南西エリア

西エリア

線量評価地点＊
（直接線・スカイシャイン線）

線量評価地点＊
（気体）

南方位

伐採木

伐採木

伐採木

瓦礫

＊：最大値地点の推定が困難な
場合は、保守的に各線源から

最短距離での値を合算している。

＊：最大値地点

吸着塔(第四施設)

吸着塔保管エリア（予定地）

＜線量低減対策の実施計画箇所（太字）＞
保管施設の遮へいまたは仮遮へい
瓦礫等 エリアA,L(北エリア)
伐採木 エリアG,H(北エリア),

S,T(南エリア),R(西エリア)
吸着塔 第一施設(南エリア)

機器の遮へい
多核種除去設備(西エリア)

廃棄物の移動
瓦礫等 エリアA→エリアL(北エリア)

エリアB→エリアQ(西エリア)
吸着塔 第一施設→第四施設(西エリア)

Ｕ

Ｔ

Ｓ

Ｒ

Ｑ

Ｐ１

Ｐ２

Ｖ

敷地境界における実効線量低減

既設の水処理二次廃棄物保管設備

瓦礫類の覆土式一時保管施設

新設の水処理二次廃棄物保管設備

遮へい機能を施した覆土式一時保管施設
への瓦礫類の移動，敷地境界から離れた
場所への瓦礫類の移動，一時保管エリア
の追加遮へい等を行う計画。
水処理二次廃棄物（吸着塔）のスカイ
シャイン線の低減に向けて，既設の保管
設備への遮へいの追加，敷地境界から離
れた新設保管設備へ移動する計画。

0.21mSv/年

※多核種除去設備にて浄化された処理水を300倍

希釈して，放水口より放水した場合を評価。

※放水口の前面海域に生息する海産物を摂取

（魚：200g/日，無脊椎動物：20g/日，海草類：
40g/日）した場合による内部被ばくの実効線量。

液体廃棄物

南エリア ：0.72mSv/年

南西エリア：0.46mSv/年

西エリア ：0.47ｍSv/年

北エリア ：0.47mSv/年

固体廃棄物

(直接線，スカイシャイン線)

最大

0.96ｍＳｖ／年
0.03mSv/年

計

気体廃棄物

（大気中の放射
性物質の拡散）

設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１１（２／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１１（２／２）

追加的に放出される放射性物質と敷地内に保管する放射性廃棄物等により，
一般公衆が受ける実効線量（H25年3月時点の評価）
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１２（１／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１２（１／２）

○現存被ばく状況での放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮へい，機器の配置，遠隔操
作，放射性物質の漏えい防止，換気，除染等，所要の放射線防護上の措置及び作業時における
放射線被ばく管理措置を講じることにより，放射線業務従事者が立ち入る場所の線量及び作業
に伴う被ばく線量を，達成できる限り低減すること。

○現存被ばく状況での放射線業務従事者の作業性等を考慮して，遮へい，機器の配置，遠隔操
作，放射性物質の漏えい防止，換気，除染等，所要の放射線防護上の措置及び作業時における
放射線被ばく管理措置を講じることにより，放射線業務従事者が立ち入る場所の線量及び作業
に伴う被ばく線量を，達成できる限り低減すること。

対応対応
○所要の放射線防護上の措置及び作業時における放射線被ばく管理措置の範囲
周辺監視区域と同一な区域を管理対象区域として設定し，現存被ばく状況での放射線防護を実施

○遮へい，機器の配置，遠隔操作，換気，除染等
放射線業務従事者等の立入頻度，滞在時間 等を考慮した遮へいの設置や換気，除染
等を実施
線量率が高い区域に設備を設置する場合は，遠隔操作可能な設備を設置

○放射性物質の漏えい防止
放射性物質濃度が高い液体等を内包する系統は，可能な限り系外に漏えいし難い対策を講じる。

漏えいの早期発見
汚染の拡大防止（機器を独立した区域内に配置、周辺にせきを設置 等）

上記措置により，線量限度を超えないようにするとともに，
放射線業務従事者が立ち入る場所の線量及び作業に伴う被ばく線量を達成できる限り低減

１２．１２． 作業者の被ばく線量の管理等作業者の被ばく線量の管理等
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設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１２（２／２）設計，設備について措置を講ずべき事項の対応１２（２／２）

◇StepⅡ以降，月平均線量は年20mSv相当（月1.6mSv）を安定的に下回っ
ている。

◇H24年第２四半期では月平均線量は約１ｍSv

※平均線量＝当該月の総線量÷当該月の従事者数

月平均線量
年２０ｍSv相当のライン

月最大線量
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ⅢⅢ 特定原子力施設の保安特定原子力施設の保安
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅢⅢ：特定原子力施設の保安：特定原子力施設の保安

運転管理，保守管理，放射線管理，放射性廃棄物管理，緊急時の措置，
敷地内外の環境放射線モニタリング等適切な措置を講じることにより，
「Ⅱ．設計，設備について措置を講ずべき事項」の適切かつ確実な実施
を確保し，かつ，作業員及び敷地内外の安全性を確保すること。
特に，事故や災害時等における緊急時の措置については，緊急事態への
対処に加え，関係機関への通報連絡体制や緊急時における医療体制の整
備等を行うこと。
また，協力企業を含む社員や作業従事者に対する教育・訓練を的確に行
い，その技量や能力の維持向上を図ること。

運転管理，保守管理，放射線管理，放射性廃棄物管理，緊急時の措置，
敷地内外の環境放射線モニタリング等適切な措置を講じることにより，
「Ⅱ．設計，設備について措置を講ずべき事項」の適切かつ確実な実施
を確保し，かつ，作業員及び敷地内外の安全性を確保すること。
特に，事故や災害時等における緊急時の措置については，緊急事態への
対処に加え，関係機関への通報連絡体制や緊急時における医療体制の整
備等を行うこと。
また，協力企業を含む社員や作業従事者に対する教育・訓練を的確に行
い，その技量や能力の維持向上を図ること。

対応対応

○従来の保安規定をもとに，第一編：１～４号機，第二編：５，６号機を
分けて記載

○従来の炉規則に基づく保安規定（第１章～第１１章）は，現場の遵守状
況を踏まえて整理

○施設運営計画に基づく保安規定（第１２章）は，Ⅱ章の内容を踏まえて
記載

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項



48無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅢⅢ：：ⅢⅢ章の構成章の構成

現行保安規定を
ベースに作成
（実施計画Ⅱ章，
現場の遵守状況，
信頼性向上実施計画等

の反映）

現行保安規定 実施計画Ⅲ章

第12章第1章～第11章

実用炉規則 施設運営計画

第２編

（5／6号）

第1章～第11章
１～４号

５／６号

事故後の１～
４号（放射線
管理等は５／
６号も含む）

第１編

（１～４号）

第1章～第11章

現行保安規定の第
12章の内容を，
第１編に反映

実施計画指示（措置を講ずべき事項）

現行保安規定の第
12章のうち，

放射線管理等は第
２編にも反映
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ⅣⅣ 特定核燃料物質の防護特定核燃料物質の防護
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅣⅣ：特定核燃料物質の防護：特定核燃料物質の防護

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

特定原子力施設内の核燃料物質の盗取等による不法な移転の防止及び妨
害破壊行為の防止のために適切な措置を講じること。

対応対応

○核物質防護に関する記載であり不開示情報が含まれるため，公開の場
でのご説明は控えさせていただく



51無断複製・転載禁止 東京電力株式会社

ⅤⅤ 燃料デブリの取出し・廃炉燃料デブリの取出し・廃炉
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「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅤⅤ：燃料デブリの取出し・廃炉：燃料デブリの取出し・廃炉

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

燃料デブリなどを含む核燃料物質については，確実に臨界未満に維持し，原子炉格納容器
の止水などの対策を講じた上で，安全に取り出し，飛散を防止し，適切に遮蔽，冷却及び
貯蔵すること。

作業員及び敷地内外の安全の確保を図りつつ，１号炉から４号炉の廃炉をできる限り速や
かにかつ安全に実現するために適切な措置を講じること。

上記に加えて，災害の防止等のために必要であると認めるときは，措置を講じること。

燃料デブリなどを含む核燃料物質については，確実に臨界未満に維持し，原子炉格納容器
の止水などの対策を講じた上で，安全に取り出し，飛散を防止し，適切に遮蔽，冷却及び
貯蔵すること。

作業員及び敷地内外の安全の確保を図りつつ，１号炉から４号炉の廃炉をできる限り速や
かにかつ安全に実現するために適切な措置を講じること。

上記に加えて，災害の防止等のために必要であると認めるときは，措置を講じること。

記載内容記載内容

○燃料デブリ等の取出しを開始するまでに必要な作業は高線量下にある原子炉建屋内などで行わ
れる。現在，炉心に注入した冷却水が原子炉圧力容器や原子炉格納容器から漏えいしている
状態にあるが漏えい箇所の状況が確認できていないため，燃料デブリ等を取出すための具体
的な方法を確定することが難しい状況にある。

○原子炉格納容器に水を張るためのバウンダリを構築し，水中で作業することが最も放射線遮へ
いに優れた方法であると考えていることから，まずは漏えい箇所の状況等を確認した上で，
原子炉格納容器の止水など状況に応じた対策を講じるものとする。

○燃料デブリ等については，未臨界を維持しながら安全に取出し，飛散防止や遮へい・冷却など
適切な災害防止措置を講じて保管するものとし，必要な技術開発を進めていく。

○廃炉作業を速やかに安全に行うため，まずは除染や遮へい等により原子炉建屋内の線量を低減
させる措置を講じるものとし，必要な技術開発を進めていく。

○実施計画へは，上記技術開発を進めた上で具体的な方法等が確定した段階で反映していく。
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ⅥⅥ 実施計画の理解促進実施計画の理解促進
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「実施計画」の内容Ⅵ：実施計画の理解促進（１／２）

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

実施計画の実施に当たっては，同計画の対策やリスク評価の内容，対策の進捗
状況等について，継続的に，地元住民や地元自治体をはじめ広く一般に説明や
広報・情報公開を行い，その理解促進に努めること。

記載内容記載内容

実施計画の実施に当たっては，同計画の対策やリスク評価の内容，対策の
進捗状況等について，下記の対応を行うことにより，継続的に，地元の皆
様や自治体をはじめ広く一般に説明や広報・情報公開を行い，その理解促
進に努める。
○原子力発電所周辺地域の安全確保に関する協定書（安全協定）及び原子力発電
所に係る通報連絡に関する協定書（通報連絡協定）に基づき，確実に地元自治
体へ通報連絡を行う。

○進捗状況等については，適宜プレス発表するとともに，公表資料は当社のホー
ムページに掲載する。

○福島県において，適宜マスコミを通じて情報提供するとともに，緊急の場合は
必要に応じ会見を実施する。

○地元の皆様に対しては，公表資料等を配布するほか，必要に応じて媒体を使っ
た広報を実施し，直接地元住民の目に触れる機会を拡大していく。

○現場での作業工程に支障にならない範囲で，地元自治体をはじめとした関係箇
所に現場公開を行い，理解促進に努める。
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米国科学アカデミーの
福島第一原子力発電所視察の様子
（２０１２年１２月３日）

地元自治体をはじめとした地元自治体をはじめとした
関係箇所への現場公開の例関係箇所への現場公開の例

「実施計画」の内容「実施計画」の内容ⅥⅥ：実施計画の理解促進（２／２）：実施計画の理解促進（２／２）

進捗状況のプレス，進捗状況のプレス，
ＨＰへの掲載の例ＨＰへの掲載の例

東京電力ＨＰ記載の報道配付資料の例
→同資料は本店，福島にて記者に配布
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ⅦⅦ 実施計画に係る検査の受検実施計画に係る検査の受検
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「実施計画」の内容Ⅶ：実施計画に係る検査の受検

措置を講ずべき事項措置を講ずべき事項

実施計画における施設，保安のための措置及び特定核燃料
物質の防護のための措置について，法第６４条の３第７項
に基づく検査を受けること。

実施計画における施設，保安のための措置及び特定核燃料
物質の防護のための措置について，法第６４条の３第７項
に基づく検査を受けること。

記載内容記載内容

○「実施計画における施設，保安のための措置及び特定核燃
料物質の防護のための措置について，核原料物質，核燃料
物質及び原子炉の規制に関する法律第６４条の３第７項に
基づく，原子力規制委員会が実施する検査を受検する。」


